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浦幌町福祉有償運送運営事務取扱要領 

制定 平成17年11月17日 

一部改正 平成18年11月28日 

一部改正 平成20年1月16日 

一部改正 平成 20年 11月 20日 

一部改正 平成 23年 2月 15日 

一部改正 平成 23年 11月 28日 

一部改正 令和４年３月２日 

 

１ 目的 

  本事務取扱要領は、ＮＰＯ法人等の非営利団体によるボランティア輸送としての有償運送（以下「福

祉有償運送」という。）に係る道路運送法（昭和 26年 6月 1日法律第 183号）第 79条による登録（以

下「79 条登録」という。）に先立ち必要とされる、浦幌町福祉有償運送運営協議会（以下「協議会」

という。）における協議事項に関する事務取扱要領を定めることで、登録申請団体からの協議を円滑

に行うことを目的とする。 

 

２ 運送主体 

  公共交通機関の利用による移動が困難な者を対象として、福祉有償運送を実施しようとする団体

（以下「運送主体」という。）は、営利を目的としない法人又は浦幌町自らが主宰するボランティア

組織であり、当該運送を行うことが、法人の目的の範囲外にあたるものでないことを条件とする。 

  79条登録を受けたとみなされる運送主体においては、従前のとおりとする。 

【浦幌町と運送主体間での事前調整】 

  《運送主体からの事前調整》 

浦幌町を所在地とする運送主体は、登録申請に伴い帯広運輸支局に提出すべき書類の一切を事

前に用意し、浦幌町に対して提出しなければならない（様式１及び帯広運輸支局へ提出する様式

の全て）。 

                                   

３ 対象者 

(1) 福祉有償運送の対象者は、あらかじめ会員として登録された次に掲げる者及びその介助者・付添

人とし、単独では公共交通機関を利用することが困難な者とする。 

イ 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第４条に規定する身体障害者 

ロ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第５条に規定する精

神障害者 

ハ 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）第２条第４号に規定する知

的障害者 

ニ 介護保険法（平成９年法律第123号）第19条第１項に規定する要介護認定を受けている者 

ホ 介護保険法第19条第２項に規定する要支援認定を受けている者 

ヘ 介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）第140条の62の４第２号の厚生労働大臣

が定める基準に該当する者 

ト その他肢体不自由、内部障害、知的障害、精神障害その他の障害を有する者 
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【対象者の判断】 

ロ、ハ、ホ、ヘ及びトに規定する対象者に福祉有償運送を提供する場合については、その障害

又は疾病を証する書類（精神保健福祉手帳及び療育手帳のほか、難病患者にあっては公費負担助

成決定通知等の写し、あるいは診断書等）を添付した会員名簿を用意するとともに、事務局が対

象者の移動制約状況等を確認するものとする。 

運送主体においては、会員の氏名、住所、年齢及び移動上の制約状況、その他必要な事項を記

入した会員登録簿を作成し、適切に管理するものとする。 

※ 運送主体は、浦幌町及び協議会から会員登録簿の閲覧の要求があった場合には、閲覧に応じ

なければならないものとする。 

【他市町村を所在地とする運送主体について】 

他市町村を所在地とする運送主体が、浦幌町民を対象に、当該市町村を発地又は着地のいずれ

かとする福祉有償運送を提供する場合は、協議会による協議を経る必要がある。 

ただし、浦幌町は全会員数に占める本町会員の割合が極めて少なく、かつ、当該市町村運

営協議会での協議が整っている場合は、協議会での協議を省略することができるものとする。 

   なお、この場合においても、運送主体は、当該会員について、登録申請に係る書類の全て、

当該市町村運営協議会での協議結果及び登録証の写し、登録後の変更事項等の報告を協議会

へ提出しなければならない。また、当該年度末の翌月最終日までに、当該年度分の最新の利用会

員名簿、運営状況、事故の状況、苦情の状況、実施上の変更点について浦幌町に書面で報告しな

ければならないものとする。 

 

（2）運送の区域 

   福祉有償運送の発地又は着地のいずれかが浦幌町内にあることを要するものとする。 

【形態等の判断】 

    形態については、発地又は着地が浦幌町内にある運送のみに限定される。 

    なお、『自宅→町外病院１→町外病院２』、または『町外病院１→町外病院２→自宅』といった

サービスの場合は、一連のサービスとして計画されたものであれば実施可能とする。 

また、サービス全体が町外で提供されるものは、協議会の協議対象とはならない。別途当該市

町村運営協議会に協議すべきものとなる。 

 

（3）複数乗車 

   福祉有償運送は、透析患者の透析のための輸送、知的障がい者、精神障がい者の施設送迎等であ

って協議会が必要と認めた場合には、１回の運行で複数の旅客を運送すること（以下、「複数乗車」

という。）ができるものとする。 

 

４ 使用車両 

(1) 福祉有償運送にあっては、次の設備を有する車両を使用するものとする。 

ア 車いす若しくはストレッチャーのためのリフト、スロープ、寝台等の特殊な設備を設けた自動

車。 

  イ 回転シート、リフトアップシート等の乗降を容易にするための装置を設けた自動車                                 

  ※ なお、上記については、メーカー装備を基本とし、各団体において同様の設備を独自に施して
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いる場合には、車検完了を条件に協議会の中で判断するものとする。 

 

(2) 使用権原 

   使用する車両の使用権原(所有権、貸借権等の使用権)は、運送主体が有するものとする。 

   運転者として協力する者が自己の車両を持ち込み、福祉有償運送の提供を行う場合は、その車両

の使用について運送主体との間に使用貸借等の契約を交わし、その契約書を添付して協議を受ける

ものとする。 

   なお、当該契約には、福祉有償運送の管理及び運営、特に事故発生、苦情等への対応について運

送主体が責任の一切を負うことが明確に記されている必要がある。 

   また、利用者に対しては、事故発生時及び苦情の対応に係る運送主体の責任者及び連絡先がわか

るよう表示する必要がある。 

 

(3) 車両の表示等 

福祉有償運送時においては、外部から容易に識別できるよう使用車両の車体の両側面に 79 条登

録を受けた車両である旨を表示しなければならない。 

表示事項及び方法は次のとおりとする。 

① 運送主体の名称 

② 「有償運送車両」の文字            

③ 登録番号 

文字はステッカー、マグネットシート又はペンキ等による横書きとし、文字の大きさは縦横 50

㎜以上とする。 

同表示は、福祉有償運送を実施していない場合は原則として外すものとする。                                

   運送主体においては、使用する車両の型式、自動車登録番号及び初度登録年、損害賠償措置、関

係する設備又は装置その他必要な事項を記入した自動車登録簿を作成し、適切に管理しなければな

らないものとする。 

※ 運送主体は、浦幌町及び協議会から自動車登録簿の閲覧の要求があった場合には、閲覧に応じ

なければならないものとする。 

 

５ 運転者 

(1) 運転者の要件 

運転者は、道路交通法に規定する第二種運転免許を取得している者、又は道路交通法に規定する

第一種運転免許を取得しており、かつ、その効力が申請から過去２年間において停止されていない

者であって、次に掲げるいずれかの要件を備えている者とする。 

ア 国土交通大臣が認定する講習を修了していること。 

イ アに掲げる要件に準ずるものとして国土交通大臣が認める要件を備えていること（例：ケア輸

送サービス従事者研修）。  

                                    

(2) セダン型車両を運転する場合の要件 

   福祉自動車以外の自動車(セダン型車両)を使用して福祉有償運送を行う場合、運転者は前項に規

定する要件に加え、次に掲げる要件のいずれかを備える者であるか、又は同様の要件を備えた者が
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同乗しなければならない。 

ア 社会福祉士及び介護福祉士法に規定する介護福祉士の登録を受けていること。 

イ 国土交通大臣が認定する講習を修了していること。 

ウ ア及びイに掲げる要件に準ずるものとして国土交通大臣が認める要件を備えていること（例：

ケア輸送サービス従事者研修）。  

終了証等受講終了を証明する書類の写しを協議の際に提出するものとする。   

その他必要な事項を記入した運転者名簿を作成し、適切に管理するものとする。 

※ 運送主体は、浦幌町及び協議会から運転者名簿の閲覧の要求があった場合には、閲覧に応じな

ければならないものとする。 

 

６ 損害賠償措置 

  福祉有償運送に使用する車両全てに、以下の要件を全て満たす任意保険若しくは共済(搭乗者障害を

対象に含むものに限る。）に加入していなければならない。 

 ア 対人 8,000 万円以上及び対物 200 万円以上（免責額を除く）であること。 

 イ 運転者の法令違反が原因の事故について補償が免責になっていないこと。 

【補償措置の確保】 

   運転協力者の持ち込みによる車両については、加入する任意保険が、福祉有償運送提供時の事故

等を補償措置の対象としない場合も想定されることから、運送主体に責任があることを踏まえ、確

実にサービス提供時の補償が確保されていることが必要である。運送主体は、使用貸借契約書等に

て上記要件を確認するものとする。 

 

７ 運送の対価  

(1) 福祉有償運送の対価(以下『利用料金』という。)については、国通達に定める当該地域における

一般乗用旅客自動車運送事業の運賃額のおおむね２分の１を目安とする。 

   また、時間制を用いる場合には、本町及び隣接交通圏域の時間制料金等を参考に、その２分の１

を目安として設定するものとする。 

なお、料金の比較にあたっては、同様の車種で通常、割引や割増が行われている場合は、これを

勘案の上、比較することを原則とする。 

 

(2) 団体の会費及び介助料については、別建てになっている場合は料金に含めないものとする。 

【利用料金の設定方法】 

    時間制、距離制（あるいは距離、時間併用制）によるものなど、いずれの方法も選択しうるが、

それぞれ、十勝管内を交通圏域として地域において設定されるタクシー料金のおおむね２分の１

を上限の目安として設定とすること。 

    利用料金の算定にあたっては、走行メーターの設置による方式や、事前に発地から目的地まで

の距離について、市販の地図検索ソフト等の利用による距離の算出することや、実走時のトリッ

プメーターにより算出するなど、明確かつ合理的な距離を提示して行うこと。 

    また、運送主体が利用料金を変更しようとする場合は、事前に協議会の合意を必要とするため、

様式２に利用料金の変更案を添付して事務局に提出するものとする。 

 



 - 5 - / 6 

 

(3) 複数乗車における利用料金 

   複数乗車の利用料金については、旅客 1 人ずつから収受する利用料金が明確に定められており、

かつ、自動車の最大乗車定員又は平均乗車人数(平均乗車人員が算出できる場合)で走行した場合に

おける利用料金の総額が、同一距離又は時間を運行した場合におけるタクシー運賃の額と比較して

おおむね２分の１の範囲内であること。 

 

(4) 運送の対価以外の対価 

迎車回送料金については、運送の対価との合計が当該地域における一般乗用旅客自動車運送事

業の運賃額のおおむね２分の１の範囲内であること。 

 

８ 管理運営体制の確保について 

運送主体においては、輸送の安全及び旅客の利便を確保するため、以下の措置が取られていること

を要するものとし、書面をもって協議会で確認を行う。 

(1) ４に規定する福祉有償運送に必要な自動車の保有がなされていること。 

(2) ５に規定する運転者その他の乗務員の確保がなされていること。 

(3) 運行管理責任者が選任されており、運行管理体制の整備がなされていること。 

  【運行管理者の要件】 

５両以上の有償運送車両を配置した事業所は、以下のいずれかの要件を備えた者の選任が必要 

  ア 運行管理者資格証の交付を受けた者 

  イ 自動車事故対策機構が実施する運行管理者基礎講習を受講した者 

ウ 安全運転管理者証の交付を受けた者 

エ 国土交通大臣がイ又はウと同等以上の能力を有すると認める者 

(4) 整備管理体制の整備がなされていること。 

(5) 事故が発生した場合の対応にかかる責任者が選任されており、かつ、連絡体制の整備がなされて

いること。 

(6) ６に規定する自家用有償旅客運送自動車の運行により生じた旅客その他の者の生命、身体又は財

産の損害を賠償するための措置がなされていること。 

以下の事項については、運送主体において実施するものとする。 

① 乗務記録を作成し、保存すること。 

② 運転者台帳を作成し、事務所内に備え置くこと。 

③ 運転者証を作成し、旅客に見やすいように表示するか、車内に掲示すること。 

④ 事故及び苦情が発生した場合、その記録を行い、保存すること。 

⑤ 福祉有償運送を行う場合、登録証の写しを車両に備え置くこと。 

【重大な事故及び苦情報告】 

    人身事故(搭乗者を含む)及び重大な物損事故については、運送主体責任者から、浦幌町保健福

祉課まで、書面（様式３）により、速やかに報告することとする。 

また、利用者等からの苦情のうち、制度に関わるもの、他の運送主体にも影響のあるもの及び

当該運送主体では対応困難なものについては、浦幌町保健福祉課まで、書面（様式４）により、

速やかに報告することとする。 

浦幌町保健福祉課が利用者からの苦情及び苦情に関する情報を受けたときは、その内容を運送
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主体の苦情処理責任者に連絡するとともに、解決に向けての相談に応じることとする。 

【責任】 

    事業実施上の諸課題等についての責任は、運送主体が負うものとする。 

【登録後の指導】 

    運送主体は、登録後、各年度末の翌月最終日までに、最新の利用会員名簿、運営状況（様式５

－１～６）、事故の状況（様式６）、苦情の状況（様式７）、実施上の変更点について浦幌町に書 

面（様式８）で報告することとする。 

    また、浦幌町は運送主体に対して、協議会の協議を踏まえた指導、助言に基づいて、当該福祉

有償運送の運営改善を指導し、指導結果を協議会へ報告することとする。 

 

９ 法令遵守 

  79 条登録の適用を受けようとする者は、道路運送法第 79 条の４第１項から第４項の欠格事由に該

当する者でないことを要する。 

 

10 協議結果 

  協議会は、当該運送主体の要件確認表（様式９）を作成し、協議するものとし、79条登録の申請に

先立つ協議の結果について、当該運送主体に書面（様式 10－１～２）により通知し、協議が整ったと

きは、申請書に意見等（様式 11）を添えて、帯広運輸支局に進達するものとする。 

 

11 その他 

  会長は、協議会の円滑な運営を図るため、必要に応じて、協議会委員以外の者に会議への出席を求

め、意見を聴くことができる。また、本事務取扱要領に定める事項に変更の必要が生じたときは、協

議会設置要綱第８条の規定に基づき、協議会に諮り変更を行うことができる。 

附 則 

この要領は、平成 17年 11月 17日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成 18年 11月 28日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成 20年１月 16日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成 20年 11月 20日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成 23年 2月 15日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成 23年 11月 28日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和４年３月２日から施行する。 

 



様式１ 

  年  月  日 

  

浦幌町長 

 

 住  所 

               名  称 

代表者名                 ㊞ 

（連絡先） 

 

      自家用有償旅客運送（更新・変更）登録申請書案の提出について 

このことについて、別添のとおり、自家用有償旅客運送（更新・変更）登録申請書

案を提出いたしますので、浦幌町福祉有償運送運営協議会に諮っていただきますよう

お願いいたします。 

 



様式２ 

  年  月  日 

  

浦幌町長 

 

 住  所 

               名  称 

代表者名                 ㊞ 

（連絡先） 

 

自家用有償旅客運送事業（福祉有償運送）の利用者から収受する対価 

の変更について（届出） 

このことについて、次のとおり利用者から収受する利用料金額の変更案を提出いたし

ますので、浦幌町福祉有償運送運営協議会に諮って頂きますようお願いいたします。 

記 

 利用料金案  別添 



様式３

浦幌町提出用 報告日

電話番号

FAX番号

氏 名 ・ 年 齢

住 所

　□１走行中 □自　 損
□対　 物
□対　 人
□搭乗者

　□２走行外 □介助中

□介助外

損害賠償等の状況

　※記載しきれない場合は、任意の別紙に記載の上、この報告書に添付してください。

（病状、入院の有無、その他の被害者等の状況、及び家族への報告、説明の内容）

（できるだけ具体的に記載すること）

６　再発防止に向けての
　　今後の取り組み

５
事
故
後
の
対
応

被害者等の状況
（搭乗者・対人・対物）

１
事
業
者

２
利
用
者

３
事
故
の
概
要

４
事
故
発
生
時
の
対
応

福祉有償運送事故報告書

（医療機関名、住所、電話番号等）

連絡済の関係機
関

事　故　の　種　別
（複数の場合は、

該当全てをチェック）

事 故 の 内 容

対 処 の 仕 方

治療した医療機
関

治 療 の 概 要

　　　年　　　月　　　日

被
害
者

発 生 場 所

法 人 名

事 業 所 名

報　告　者　氏　名
（運行管理責任者）

氏 名 ・ 年 齢

令和　　　年　　　月　　　日　　午前・午後　　　 時　　　分頃

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年齢：

発 生 日 時

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年齢：

所 在 地

住 所

□身体障がい者　　□精神障がい者　　□知的障がい者　　□要介護認定者
利用者区分

□要支援認定者　　□基本チェックリスト該当者　　　　　□その他



様式４

報告日

（住　所）

（連絡先）

受付方法

フリガナ

氏　名

（住　所）

（連絡先）

フリガナ

氏　名

（住　所）

（連絡先）

　　

□説明納得　　□調整納得　　□終了　　□未了　　　

別添　　　□有 （　　　枚　　　　　　　　　　　　　　　　　※資料名を簡潔に記入）
　　　　　□無

対
応

対
応
概
要

結果分類

苦
情

歳

歳

種　　　別 　□苦情　　　□相談　　　□その他

　□運転について

　□運転者・介助者の態度について

　□利用料金について

主
訴

苦
情
概
要

　□その他

苦情内容分類

苦情申出者住所

　　　年　　　月　　　日

令和　　年　　月　　日

法 人 名

事 業 所 名

事業者連絡先

福祉有償運送苦情対応報告書

浦幌町提出用

□本人　　□配偶者　　□子　　□兄弟　　□子の配偶者　　□その他の家族

□介護支援専門員　　□事業者　　　□在介支職員　　　□民生委員・その他

：　～　：

苦情申出者

苦情申出者住所

当事者との関係

当　事　者

事　業　者

受　　　付

区　　　　　分

　□来所　　　　□電話
　□文書　　　　□その他

□身体障がい者　　□精神障がい者　　□知的障がい者　　□要介護認定者
□要支援認定者　　□基本チェックリスト該当者　　　　　□その他



   

様式５－１ 

令和  年  月  日 

 

 浦幌町福祉有償運送運営協議会 

 会 長             様 

 

 住  所 

名  称  

代表者名                 ㊞ 

（連絡先） 

   

福祉有償運送運営状況について（報告） 

 当法人が実施している自家用有償旅客運送事業（福祉有償運送）の運営状況につい

て、別添のとおり報告します。 

記 

・報告内容（別添のとおり）   

  （１）最新の利用会員名簿（  年  月  日現在） 

  （２）最新の運転者名簿（  年  月  日現在） 

  （３）運営状況（  年  月  日～  年  月  日） 

  （４）事故・苦情対応状況 



様式５－２ 浦幌町福祉有償運送実績報告書　１

　　　　年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

（台）

うち福祉車両台数（A) （台）

うちセダン型車両台数（B) （台）

（人）

　年間実績　 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 適　　　要

（日）

（件）

（人）

（km）

（ｈ）

（円）

（人）

（人）

登録年月日/登録番号

　第　　四半期報告

活 動 件 数

延 べ 移 送 人 員

　　　　年度

法 人 名

事 業 所 名

利 用 料 金

※登録利用会員数は、各四半期末の人数。稼働日は、当該月において１両でも車両が稼働した日数の計。

稼 働 日

登録利用会員数

実 利 用 者 人 数

実 車 距 離 数

活 動 時 間

収 益 状 況

適　　　　　要

区　　　　　　分

法人所有車両台数（A+B)

運 転 者 人 数



様式５－３ 浦幌町福祉有償運送実績報告書　２

各月＝左上段～福祉車両、左下段～セダン型車両、右欄～計

実 利 用者 人数

　　　　年度

区　　　　　　　分

移送サービス月別集計表（合計）

　５　月　

延 べ 移送 人員

　６　月　

実 車 距 離 数

活 動 時 間

収 益 状 況

（ｈ）

（km）

（ｈ）

（円）

（人）

稼 働 日 （日）

　４　月　

（件）

（人）

活 動 件 数

　１０　月　　９　月　　８　月　　７　月　

　合　　計　 　摘　　要　

稼 働 日 （日）

区　　　　　　　分 　１１　月　 　１２　月　 　１　月　 　２　月　 　３　月　

活 動 件 数 （件）

延 べ 移送 人員 （人）

実 車 距 離 数 （km）

活 動 時 間

収 益 状 況 （円）

実 利 用者 人数 （人）



様式５－４ 浦幌町福祉有償運送実績報告書　３－１（福祉車両合計）

　４　月　 　５　月　 　６　月　 　７　月　 　８　月　 　９　月　 　１０　月　

（日）

（件）

（人）

（km）

（ｈ）

（円）

（人）

　１１　月　 　１２　月　 　１　月　 　２　月　 　３　月　 合　　　　計 摘　　要

（日）

（件）

（人）

（km）

（ｈ）

（円）

（人）

実 車 距 離 数

活 動 時 間

収 益 状 況

稼 働 日

活 動 件 数

延 べ 移 送 人 員

実 利 用 者 人 数

活 動 時 間

収 益 状 況

実 利 用 者 人 数

区　　　　　　　分

活 動 件 数

延 べ 移 送 人 員

　　　　年度

実 車 距 離 数

区　　　　　　　分

移送サービス月別集計表

稼 働 日



様式５－５ 浦幌町福祉有償運送実績報告書　３－２（セダン型車両合計）

　４　月　 　５　月　 　６　月　 　７　月　 　８　月　 　９　月　 　１０　月　

（日）

（件）

（人）

（km）

（ｈ）

（円）

（人）

　１１　月　 　１２　月　 　１　月　 　２　月　 　３　月　 合　　　　計 摘　　要

（日）

（件）

（人）

（km）

（ｈ）

（円）

（人）

　　　　年度

区　　　　　　　分

移送サービス月別集計表

稼 働 日

活 動 件 数

延 べ 移 送 人 員

実 車 距 離 数

活 動 時 間

収 益 状 況

実 利 用 者 人 数

区　　　　　　　分

稼 働 日

活 動 件 数

延 べ 移 送 人 員

実 利 用 者 人 数

実 車 距 離 数

活 動 時 間

収 益 状 況



様式５－６ 車両別移送サービス運行状況

福祉車両 　　　　年度

　４　月　 　５　月　 　６　月　 　７　月　 　８　月　 　９　月　 　１０　月　

（日）

（件）

（人）

（km）

（ｈ）

（円）

（人）

　１１　月　 　１２　月　 　１　月　 　２　月　 　３　月　 合　　　　計 摘　　要

（日）

（件）

（人）

（km）

（ｈ）

（円）

（人）

セダン型車両

実 利 用 者 人 数

実 車 距 離 数

活 動 時 間

収 益 状 況

区　　　　　　　分

稼 働 日

車両名称・登録番号

区　　　　　　　分

稼 働 日

活 動 件 数

活 動 件 数

延 べ 移 送 人 員

実 利 用 者 人 数

活 動 時 間

収 益 状 況

延 べ 移 送 人 員

実 車 距 離 数



様式６

法 人 名
事業所
所在地

事業所名 報告日

報 告 日
事　　　故
発生日時

発生場所

事故概要 対　　応
　様式４
　有　□
　無　□

報 告 日
事　　　故
発生日時

発生場所

事故概要 対　　応
　様式４
　有　□
　無　□

報 告 日
事　　　故
発生日時

発生場所

事故概要 対　　応
　様式４
　有　□
　無　□

※１　事故概要：●サービス利用対象者・状況●被害者・状況●事故の種別・事故内容等
※２　対　　　応：●事故への対処●治療した医療機関・被害者の状況●事故後の対応・損害賠償等

令和　　年　　月　　日 令和　　年　　月　　日　　　時頃

福祉有償運送事故報告書

　　　　　年　　月　　日

再発防止への取り組み

令和　　年　　月　　日　　　時　　分頃令和　　年　　月　　日

再発防止への取り組み

再発防止への取り組み

令和　　年　　月　　日 令和　　年　　月　　日　　　時頃



様式７

法 人 名
事業所
所在地

事業所名 報告日

報 告 日 受付日 受付方法

苦情内容 対　　応
　様式５
　有　□
　無　□

報 告 日 受付日 受付方法

苦情内容 対　　応
　様式５
　有　□
　無　□

報 告 日 受付日 受付方法

苦情内容 対　　応
　様式５
　有　□
　無　□

※１　苦情内容：●苦情申出者・（利用者との関係）●利用者（苦情申出者が利用者関係者の場合）●苦情内容・状況等
※２　対　　　応：●苦情への対応概要●法人からの説明に納得・調整中・未了●別添資料の有無等

令和　　年　　月　　日 令和　　年　　月　　日　　　時

令和　　年　　月　　日 令和　　年　　月　　日　　　時

再発防止への取り組み

再発防止への取り組み

再発防止への取り組み

福祉有償運送苦情対応報告書

　　　　　年　　月　　日

令和　　年　　月　　日　　　時令和　　年　　月　　日



   

様式８ 

福祉有償運送の運営に係る変更届出書 

 

令和  年  月  日 

 

 浦幌町福祉有償運送運営協議会 

 会 長             様 

                     

               【届出者】 

 住  所 

名  称  

代表者名                 ㊞ 

（連絡先） 

   

 当法人が実施している福祉有償運送の運営について、下記のとおり変更があったの

で、届出いたします。 

記 

１ 変更内容 

 （１）使用する車両（増加を除く）   自動車登録簿 

最新の（  年  月  日現在） 

 （２）運転者及びその研修等受講状況  運転者名簿 

 （３）利用会員            利用会員名簿 

 （４）運送の対価の額         利用料金一覧 

（５）その他 

２ 添付資料 

  

 



様式９

Ｎｏ．

形 態 等 適 ・不適

使 用 権 原 適 ・不適

車 両 の 表 示 適 ・不適

５ 適 ・不適

６ 適 ・不適

８ 適 ・不適

②精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に規定する「精神障害者」

④介護保険法に規定する「要介護者」

⑤介護保険法に規定する「要支援者」

⑥介護保険法施行規則で厚生労働大臣が定める基準に該当する「基本チェックリスト該当者」

項　　　　目 ガイドラインで示されている要件　（運営事務取扱要領）

福祉有償運送（自家用有償旅客運送更新・変更）登録申請団体要件確認表

使用車両

運送対象

対 象 者

１ 運 送 主 体

申 請 団 体 名

３

２

セダン型車両を運転する場合

①社会福祉士及び介護福祉法に規定する介護福祉士の登録を受けている者

②国土交通大臣が認定する講習を修了、又は、ケア輸送サービス従事者研修を修了した者

協 議 結 果

対象となる旅客は、会員として登録された次に掲げる者及びその介助者・付添人とし、単独では公共交
通機関を利用することが困難な者とする。

①身体障害者福祉法に規定する「身体障害者」

③障害者の雇用の促進等に関する法律に規定する「知的障害者」

運 転 者４

④事故防止、安全確保について必要な研修等を行う計画があること。

運行管理、指揮命令､運転者に対する監督や指導、事故発生時の対応並びに苦情処理に係る体制そ
の他の安全確保及び旅客の利便の確保に関する体制が明確に整備されていることを要する。

例示　　ＮＰＯ法人、社会福祉法人、商工会、医療法人等

要件該当
チェック

⑦その他肢体不自由、内部障害、知的障害、精神障害その他の障害を有する者

適 ・不適

①営利を目的としない法人

②福祉有償運送を行うことが法人の目的の範囲外ではないこと

　①承　認　　　　　　②条件付き承認　　　　　　③継続審議
　④要件非該当（疑義・不備）項目有り、意見を付し、再申請

登録を受けようとする者が、道路運送法第79条の第１から第４項の欠格事由に該当する者でないこと。

適 ・不適

法 令 遵 守

⑤町、運送主体の双方において、事故発生時において緊急の連絡体制が整備されており、対応に係る
責任者が明確であること。

⑥町、運送主体の双方において、利用者等からの苦情に対し適切に記録、対応する体制となっており、
対応に係る責任者が明確であること。

⑦町、運送主体の双方において、その他有償運送の条件が常時確保されているかどうかについての
管理体制が整っており、責任者が明確であること。

損 害 賠 償 措 置
運送に使用する全ての車両について、対人８，０００万円以上及び対物２００万円以上の任意保険、若
しくは共済（搭乗者傷害を対象に含むものに限る）に加入していること。

適 ・不適②ケア輸送サービス従事者研修を修了した者

①運行管理責任者(運行管理者資格等をを有する者）が選任されており運行管理体制が整っているこ
と。
（点呼、報告、指示、記録等に係る指揮命令系統の明確化～「運行管理の体制等」）

７

浦幌町における一般乗用旅客自動車運送事業の上限運賃のおおむね２分の１を目安に、地域の特性
等を勘案して定めるものとする。

運 送 の 対 価

適 ・不適

②運転者が自家用自動車を提供し、運転者の自宅から利用者の自宅等へ直接出向く場合、電話等に
より、運行管理に関する事項について、指示、伝達、報告が確実に実施できる体制が整っていること。

③使用する自動車の整備管理が適切に行われていること。
管 理 運 営 体 制

使 用 車 両

（使用する車両の登録番号、種類等を記入した自動車登録簿を作成する。）

適 ・不適

①国土交通大臣が認定する講習を修了している者

第二種運転免許を取得している者、又は、第一種運転免許を取得しており、かつ、申請から過去２年間
において停止されていない者であって、次のいずれかの要件を備えている者。
（運転者の氏名、住所、免許種別、免許種別、講習受講等を記入した運転者名簿を作成する。）

（利用会員の氏名、住所等を記入した名簿を作成する。）

運送の発地又は着地のいずれかが浦幌町内にある。

①車いすやストレッチャーのためのリフト、スロープ、寝台等の特殊な設備を設けた自動車
②回転シート、リフトアップシート等の乗降を容易にするための装置を設けた自動車
③セダン型の一般車両

使用する車両は、運送主体が使用権原を有する必要がある。運転者等から提供される自家用自動車
を使用する場合には、運送主体が提供者と当該車両の使用に関する契約について書面をもって締結
する必要がある（有償運送の管理及び運営、特に事故発生、苦情等への対応について運送主体が責
任を負うことが明確化されている）。

有償運送の許可を得た車両であることを使用車両車体の両側面に外部から見やすいよう表示する必
要がある。



様式 10－１ 

浦福運協第     号 

令和  年  月  日 

  

 様 

 

浦幌町福祉有償運送運営協議会 

                      会 長          会長印 

 

      浦幌町福祉有償運送運営協議会の協議結果について 

貴団体が行う自家用有償旅客運送事業について、令和  年  月  日開催の標記協議

会において、申請どおり協議が整いました。 

道路運送法第７９条による(更新・変更)登録を受けた場合は、登録証の写しを、当

協議会事務局にご提出ください。 

また、当該年度末の翌月最終日までに、当該年度分の最新の利用会員名簿、当該年

度の運営状況、事故の状況、苦情の状況、実施上の変更点について浦幌町に書面で報

告してください。 

 

事務局 

保健福祉課高齢者福祉係 

                                   電話：015-576-5111 

                                   FAX ：015-576-5222 

 

 

 

 

 

 



様式 10－２ 

浦福運協第     号 

平成  年  月  日 

  

 様 

 

浦幌町福祉有償運送運営協議会 

                      会 長          会長印 

 

      浦幌町福祉有償運送運営協議会の協議結果について 

貴団体が行う自家用有償旅客運送事業について、平成 年 月 日開催の標記協議

会において、協議が整いませんでした。 

なお、別紙のとおり意見が付されましたので、補正の上、改めて当運営協議会に対

する協議の申請をお願いします。 

 

事務局 

保健福祉課高齢者福祉係 

                                   電話：015-576-5111 

                                   FAX ：015-576-5222 

 

 

 

 

 

 

 

  

 



様式 11 

浦 保 福 第   号 

令和  年 月  日 

 

様 

 

浦幌町長        公印 

                                

      福祉有償運送に係る運営協議会の意見等について 

道路運送法第７９条による（更新・変更）登録申請について、運営協議会の意見等

は、次のとおりです。 

記 

１ 運送主体 

（１）住  所       

（２）名  称 

（３）代表者名 

２ 有償運送行為   福祉有償運送 

３ 運営協議会の開催日   

平成  年  月  日 

４ 運営協議会の意見 

（１）運送の必要性 

 

 

（２）安全の確保及び旅客の利便の確保に係る方策 

 

 

（３）特記事項 

 

 

 

（保健福祉課高齢者福祉係）  


